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Abstract 

The purpose of this research is to clarify how Vocational Education and Training (VET) is provided for care workers, in 

order to meet the needs of various types of elderly people to want to be cared. In addition, this study reveal the 

circumstances that the Education curriculum and Textbooks for care workers and leaners have been established. 

To achieve this purpose, I conducted a content analysis of the Education curriculum and Textbooks. From this analysis, 

the following result were obtained: 

(1) In the Education curriculum and Textbooks, the idea of "dignity and independence" is regarded as important one. 

(2) The idea of "dignity and independence" has introduced and spread in recent years. 

 

Keywords:Vocational Education and Training (VET), elderly care, dignity and independence, content analysis 
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介護におけるケアの多様化に関する一考察 

――教育カリキュラム・テキストの内容分析から―― 

 

1, 研究目的 

 本研究の目的は，介護において利用者の多様

なニーズに対応するために教育カリキュラム・

テキスト（1）がどのように編成され，介護職

員の育成が行われているのかを把握することで

ある。中でも，介護分野で唯一の国家資格とし

て設けられている介護福祉士の教育カリキュラ

ム・テキストに着目する。以下，詳細を述べ

る。 

 日本では 2000 年の介護保険制度の施行以

降，それまで家族によって担われていた介護が

公的に担われるようになり，介護の専門性に関

する議論が活発化した（三井・鈴木 2004

他）。近年では，身体の疾患などの治療を中心

とした「キュア」から，利用者と介護職員の関

わりによる生活支援を中心とした「ケア」へと

専門性の重心が変化している（春日キスヨ

2004，山根純佳 2011）。これに伴い，利用者

の個別ニーズへの対応が推奨されるようにな

り，提供すべきとされるケアが多様化すること

となった（厚生労働省「新人材確保指針」

2017）。こうした状況を背景として，例えば井

口（2008）は，これまで病院や施設での「寝た

きり」を伴う生活を余儀なくされてきた，認知

症とされる人々の「その人らしさ」を重視した

先進的な支援が行われるようになりつつあるこ

とを指摘している。 

 しかし，多様な個別ニーズへの対応が推奨さ

れる一方で，介護職員がそれに対応できるスキ

ルを習得できているか否か，あるいはどのよう

なスキルの習得が目指されているのかという点

については明らかにされてこなかった。これ

は，既存研究において介護の職業教育訓練

（Vocational Education and Training 以下，

VET）の効果が検証されてこなかったことに起

因すると考えられる。これまで，「どのような

介護を行うべきか」といった介護の専門性につ

いての議論が盛んに行われる一方で，VET が

取り上げられることは少なく，その実態につい

ては触れられることが少なかった。その要因と

しては，介護福祉士資格が創設されたのが

1987 年の「社会福祉士及び介護福祉士法」以

降であり，介護福祉士を養成するための専門学

校や短大などの養成施設はそれ以降に設立さ

れ，介護福祉士の歴史は医者や看護師等が歩ん

できた専門職としての歴史と比較すると日が浅

いことが一因であると考えられる。また，介護

福祉士は「名称独占」の資格であるため，専門

職としての地位が未確立であることも介護の

VET が扱われることが少なかったことの一因

であろう。しかし，少子高齢化が進む日本にお

いて，質の高い介護職員をいかに確保するかと

いうことは避けられない喫緊の課題である。介

護職員が利用者の多様なニーズに対応できるよ

うにするためには，VET が重要であることは

論を俟たない。 

以上を踏まえて本研究では，教育カリキュラ

ム・テキストの内容分析を通じ，現行の VET

において，利用者の多様なニーズに対応するた

めにどのような教育がなされているかを明らか

にする。それによって，介護福祉士がどのよう

なスキルを身につけることが想定されているの

かを把握する。 

また，本稿では，「名称独占」ではあるが介
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護の VET 制度の中で唯一の国家資格として設

けられた介護福祉士の養成課程に焦点化し，分

析を行うこととする。 

 

2, 先行研究 

 ここでは，現行の介護福祉士の教育カリキュ

ラムがどのように形成されてきたのかについて

扱った研究について扱った研究をレビューす

る。 

 介護福祉士の教育カリキュラムを扱った研究

としては，佐々木達雄・荒木隆俊（2007）があ

る。佐々木・荒木は，2000 年の介護保険制度

の施行以後，自立を目指す介護の方法が大きく

取り上げられるようになったという。「自立」

とは，もともと障害者に関する戦後初の法律で

ある「身体障害者福祉法」の制定にあって用い

られ始めた言葉である。当時，この「身体障害

者福祉法」の性格を「保護」とするか「更生」

とするかについて議論があり，結局は更生を基

本的性格とし，それに必要な限度において保護

を行うこととされた。ここでいう更生とは，

「自立更生」と言われるように，「社会復帰」

を意味する言葉であり，自ら職業を得て生活す

るという「独立自活」が意味された。しかし，

その後の障害者運動によりこういった意味内容

に対する批判が生じていった。障害者が抱える

困難とは，障害者本人の能力だけではなく社会

環境が大きく影響しており，また障害を持つ人

の生活を決定するのは障害者自身の主体的な意

思と活動であるとされていったのである。そし

て，「自立生活」とは，障害者自身の自己選

択・自己決定による主体的なものであるという

認識が広く認められるようになっていったとい

う。佐々木・荒木は，こういった「自立」が指

す内容の変化は，高齢介護における「自立」観

に大きく影響を与えることとなったという。 

 上記の内容に関連して，介護福祉士の教育カ

リキュラムには，ICF（International 

Classification of Functioning, Disability and 

Health，国際生活機能分類）（以下，ICF）と

いう概念が取り入れられることとなった。ICF

とは，WTO（世界保健機関）によって人間の

生活機能と障害の分類法として提示されている

指標である（厚生労働省 2002）。人間の生活

機能と障害が「健康状態」「心身機能・身体構

造」「活動」「参加」「環境因子」「個人因

子」という指標のもとで約 1,500 項目に分類さ

れたものである。これらの指標に利用者の情報

を分類・整理することによって，利用者の抱え

る課題とその背景を理解し，ケアに活かすとい

うことが行われる。ICF は，個人の身体障害だ

けでなく，環境因子にも着目することで，バリ

アフリー等の環境を評価することが可能となる

設計となっている。ICF の概念と活用の仕方

は，介護福祉士養成の教育カリキュラムに含ま

れる「介護過程」の授業で教えられるとされて

いる（2）。これらの概念は，障害者をめぐる

一連の議論との強い関連を見いだすことができ

る。 

 佐々木・荒木の指摘からは，「自立」が意味

するものが当初の「独立自活」という本人に責

任を帰すようなものから，社会的な支援を前提

とし，本人の自己決定へと重点を置くポジティ

ブなものへ変化していったことが理解される。

これらの指摘は重要なものであるが，しかし，

実際の教育カリキュラムについては触れられて

いない。そのため，佐々木・荒木の議論を踏ま

えながら，ポジティブな「自立」を実現するた

めにどのようなケアをすべきであると教育カリ

キュラムやテキストに規定されているのかを明
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らかにする必要がある。 

 他に介護福祉士の教育カリキュラムを扱った

研究としては，白旗希実子（2011）がある。白

旗は，介護福祉士の教育カリキュラムが策定さ

れることになった過程について政策制度分析を

行っている。厚労省が主導し，日本医師会や専

修学校団体，文部科学省等の折衝の結果，カリ

キュラムが策定されたことを明らかにしてい

る。その中で，実務経験を重視する厚労省や，

即戦力の確保を重視する企業や経営者団体，養

成施設を重視する専門団体や大学教員等の間で

見解が異なっている。要するに，政策決定のア

クターにおいて，資格取得ルートの複線性の是

非に関する統一的な見解が存在しないまま，差

し当たっての合意として現在の制度が作られて

いるという。これらの分析により，教育カリキ

ュラム・テキストが様々なアクターの力関係に

よって策定されていることが示唆される。 

 白旗の分析からは，教育カリキュラム・テキ

ストそれ自体が歴史的・社会的背景から策定さ

れていることが理解できる。したがって，教育

カリキュラム・テキストは，ある時点での歴史

や社会のあり様を反映しているのであり，常に

変化する可能性を持つものであると考えられ

る。特に，介護保険法などの法制度が変化する

際には教育カリキュラムは大小の変化に迫られ

るはずである。 

 しかし，白旗は教育カリキュラムの内容それ

自体を分析対象としていないため，様々なアク

ターの影響を受けながらも教育カリキュラムや

テキストがどのように変容してきたのかについ

ては踏み込んでいないという限界がある。 

 また，鈴木（2018）は，同じ介護福祉士資格

を取得している介護職員の中でも，養成施設を

卒業していたり職場での研修が手厚かったりす

るなど，きちんとした VET を受けている者と

そうでない者とでは，職務認識に差異があるこ

とをインタビュー調査から明らかにしている。

その際に，厚労省の教育カリキュラムにおける

「尊厳と自立」概念が参照軸として用いられて

おり，VET を手厚く受けている者は「尊厳と

自立」概念を重視しており，VET をほとんど

受けていない者は「尊厳と自立」よりも「時間

効率」を重視しているという。ここから，「尊

厳と自立」が介護職員の職務認識を左右する重

要な概念であることが推測される。しかし，鈴

木は教育カリキュラムを参照軸として無批判に

用いているため，その具体的な意味内容に関し

ては踏み込んだ分析がなされていない。 

 以上の先行研究の概要を踏まえ，本研究で

は，介護福祉士の教育カリキュラム・テキスト

の内容分析を行い，養成課程においてどのよう

なケアがなされるべきとされているのかを把握

する。特に，ポジティブな意味での「自立」

が，近年の個別ニーズを重視する多様なケアの

あり方とどのように関連しているのかを明らか

にする。また，内容分析を行う中で，歴史的・

社会的背景や法制度の変容を反映して，教育カ

リキュラム・テキストがどのように変化してき

たのかについても把握することとする。 

 

3, 分析手続きとデータ 

 以上の問題意識を踏まえ，本稿では，厚生労

働省（以下，厚労省）が制定する介護福祉士の

教育カリキュラムと，それに基づいて各出版社

が発行するテキストを分析対象とし，質的な内

容分析を行なう。（3）各養成施設は厚労省が

制定する教育カリキュラムに準拠して授業を行

わなければならず，各出版社が出しているテキ

ストもそれに基づいて策定されている。 
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そこで本稿では，第一に厚労省による教育カ

リキュラムでは，利用者の多様なニーズに対応

するためにどのような規定がなされているのか

について把握する。教育カリキュラム全体を概

括するというよりは，ニーズの多様化を担保す

るために最も規定的である要素を把握すること

に重点を置く。その上で，第二に，介護福祉士

を養成するための専門学校や短期大学等で用い

られているテキストを用い，利用者の多様なニ

ーズに応えるためのタスクとしてどのような内

容が記述されているのかを確認する。 

本稿の分析では，①厚生労働省が規定してい

る教育カリキュラムと，②各出版社が発行する

テキストを分析に用いる。これら 2点に関する

具体的な資料としては，以下を用いることとす

る。 

 

①で用いるデータ（4） 

資料 a：厚生労働省「社会福祉士及び介護福祉

士養成課程における教育内容等の見直しについ

て」

（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-

yousei/index.html（2017/11/10 閲覧）） 

資料 b：厚生労働省「新しい介護福祉士養成カ

リキュラムの基準と想定される教育内容の例」 

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/dl/sh

akai-kaigo-yousei03.pdf（2017/11/10 閲覧）） 

 

②で用いるデータ 

資料 c：介護福祉士養成講座編集委員会編，

2015，『新・介護福祉士養成講座 全 16 巻セ

ット』中央法規出版 

資料 d：日本介護福祉士養成施設協会編，

2014，『第 1 巻 人間の尊厳と自立／社会の理

解』法律文化社 

――，2014，『第 2 巻 介護の基本／介護過

程』法律文化社 

――，2014，『第 3 巻 コミュニケーション技

術／生活支援技術Ⅰ・Ⅱ』法律文化社 

――，2015，『第 4 巻 医療的ケア』法律文化

社 

――，2016，『第 5 巻 発達と老化の理解／認

知症の理解／こころとからだのしくみ』法律文

化社 

 

 以下，資料から文章や言葉を引用する場合は

鍵括弧に入れて記述することとする。 

 

4, 分析 

4.1, 厚生労働省が規定する教育カリキュラム 

 厚生労働省（厚労省）が制定する介護福祉士

の教育カリキュラムの内容は，大別して，「人

間と社会」，「こころとからだのしくみ」，

「介護」の 3 つに分類されている（資料 a）。 

 

 

図 1 介護福祉士養成課程の教育内容 

（出典：資料 a より筆者作成） 

 

「人間と社会」では，基盤となる教養や倫理

的態度の涵養を図るために，人間理解と尊厳，

人間関係と心理，家族・地域・社会についての

基本知識，社会福祉の概念や制度などが教えら

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-yousei/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-yousei/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-yousei/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-yousei/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-yousei/index.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/dl/shakai-kaigo-yousei03.pdf（2017/11/10
http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/dl/shakai-kaigo-yousei03.pdf（2017/11/10
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れる（計 240 時間）。「こころとからだのしく

み」では，人間の成長と発達，老年期に関する

基礎知識，認知症ケアの理解，障害に関する基

礎知識，身体機能に関する基礎知識が教えられ

る（計 300 時間）。「介護」では，介護制度の

概要，介護の理念，職業倫理，コミュニケーシ

ョン技法，具体的な援助技術が教えられる（計

1260 時間）。演習（120 時間）や実習（450 時

間）もここに含まれる。「人間と社会」と「こ

ころとからだのしくみ」における，介護に留ま

らない広範な社会や法制度，人体のしくみに関

する知識を学び，介護についての認識を深める

ことが意図されている。 

これら 3 要素に含まれる教育内容を項目別に

見ると，教育カリキュラムの内容は表 1 のよう

に，12 の大項目とそれらに含まれる小項目に

分類することができる。 

表 1 を見ると，介護を行う上で広範な知識が

伝達される想定になっていることが理解でき

る。尊厳と自立や倫理に関する知識，社会や高

齢者に関する知識，身体介助・生活援助やコミ

ュニケーションなど実用的な知識，喀痰の吸引

等医療的行為を行うために必要な知識，安全・

衛生に関する知識，チームや多職種連携の知

識，介護職員の体調管理についての知識などで

ある。 

これらの中でも，基礎概念として想定されて

いるのが「尊厳と自立」である。尊厳と自立を

学ぶねらいとしては，以下のように規定されて

いる。 

 

「人間」の理解を基礎として，人間として

の尊厳の保持と自立・自律した生活を支え

る必要性について理解し，介護場面におけ

る倫理的課題について対応できるための基

礎となる能力を養う学習とする」（資料

b） 

 

 つまり，尊厳と自立は，介護現場において倫

理的に正しい認識を持ってケアを行うための基

礎概念であると理解することができる。 

 

表 1 厚労省教育カリキュラム一覧 

 

出典：資料 a および b を元に筆者作成 

尊厳と自立

QOL、ノーマライゼーション、利用者主

体、ADL、IADL、個別ケア、リハビリ

テーション、自己決定・自己選択等

高齢者の知

識

人間の成長と発達、老年期の発達・老

化、高齢者の疾病、認知症についての理

解、高齢者の心理、障害についての理

解、終末期に関する知識

社会の理解 介護の歴史や介護問題の背景、法制度

介護過程
情報収集、アセスメント、目標設定、計

画、実施、評価、ＩＣＦ

身体介助・

生活支援

居住環境、身じたく、移動、食事、入

浴・清潔保持、排泄、家事、睡眠、

終末期の介護

コミュニ

ケーション

利用者・家族との関係作り、対人距離、

言語的・非言語的コミュニケーション、

受容・共感・傾聴、カウンセリング、生

活場面面接、ニーズの把握

医療的ケア 喀痰吸引、経管栄養

安全確保・

感染対策

観察・正確な技術・予測・分析、緊急連

絡システム、転倒・転落防止、骨折予

防、感染管理、衛生管理

チーム連

携・多職種

連携

報告、会議、ケースカンファレンス、ケ

アプランの作成と実施、保健医療職種、

その他の関連職種との連携、地域住民・

ボランティア等との連携、地域包括支援

センターとの連携

介護職員の

心身の健康
心・身体の健康管理、労働安全

利用者本位

の理念
人間の尊厳、自立・自律

職業倫理

介護従事者の倫理、人権尊重、権利擁

護・アドボカシー、身体拘束禁止、

高齢者虐待、個人情報保護、プライバ

シー保護
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 こうした理解は，その他の大項目に記載され

ているケア内容を規定する役割を果たしてい

る。例えば身体介助・生活支援に関する技術を

学ぶねらいとして，以下のような記載がある。 

 

「尊厳の保持の観点から，どのような状態

であっても，その人の自立・自律を尊重

し，潜在能力を引き出したり，見守ること

も含めた適切な介護技術を用いて，安全に

援助できる技術や知識について習得する学

習とする。」（資料 b） 

 

 表 1 に挙げられている，様々な生活場面での

身体介助を行う際には，「自立に向けた」介助

を行うことが「教育に含むべき事項」だとして

定められている。 

利用者のニーズに応じた多様なケアを行う上

では，こうした身体介助や生活支援における尊

厳と自立という基礎概念が重要となっている。

例えば，コミュニケーション等によって「ICF

の視点に基づくアセスメント」を行い，利用者

のニーズを把握したうえで，身体機能に応じた

食事や排泄，入浴等，睡眠の身体介助のみなら

ず，「住み慣れた地域での生活の保障」，「な

じみの生活空間づくり」，「「おいしく食べ

る」ことを支える介護の工夫」，「家事に参加

することを支える介護の工夫」，等個々人の状

況や意欲に応じたケアを行うことが「想定され

る教育内容の例」として提示されているのであ

る。 

 以上，厚労省の教育カリキュラムの内容から

は，尊厳と自立が基礎概念となり，多様なニー

ズに応じたケアのあり方を規定していることが

分かった。 

 

4.2, 各出版社の教育テキストの内容分析 

4.2.1, 尊厳と自立に関する記述内容 

 4.1 を踏まえ，多様なケアを行う上で基礎的

な概念である尊厳と自立が，各出版社から出さ

れているテキストにおいてどのように記述され

ているのかを把握する。 

 本稿で用いるテキストでは，資料 c，d のい

ずれとも，第 1 巻で「人間の理解」を扱ってお

り，主に「尊厳と自立」の説明に紙幅を割いて

いる。章構成は表 2 の通りである（資料 c，d

の章構成は，厚労省のカリキュラムに準拠して

いるためほぼ同じであり，ここでは資料 c のみ

を記載する）。 

 

表 2 資料 c 第 1 巻の内容 

 

 

 表 2 から，第 1 巻において尊厳と自立に関す

る包括的説明がなされていることが分かる。で

は，具体的な記述はどのようになされているの

だろうか。 

 表 3 を見ると，資料 c では，尊厳とは個人の

生き方の尊重とされ，自立とは自己の主体的な

自己決定のもと，高齢者や障害のある人々が自

己の生活支障を改善するために福祉サービスを

活用することとされている。資料 d では，尊厳

第1章 人間の尊厳と自立

　第1節 人間の尊厳と自立の意義

　第2節 尊厳と自立をめぐる歴史としくみ

　第3節 人間の尊厳・自立と生活

第2章 介護における尊厳の保持・自立支援

　第1節 介護における尊厳保持と自立支援の理論

　第2節 介護における尊厳保持と自立支援の実践

第3章 人間関係とコミュニケーション

　第1節 関係づくりのための人間の理解

　第2節 人間関係の形成

　第3節 コミュニケーションの基礎

　第4節 コミュニケーションの技法と実際

資料c
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という言葉が尊重と言い換えられている。その

上で，尊厳とは自己決定を尊重しつつ，介護職

員と利用者との対等な関わり合いの中で一人の

人間として尊重されることであるとされてい

る。自立に関しては，経済的自立としての自立

だけでなく，活動や参加を自己決定し自分で管

理している状態（＝自律）であるとしている。 

 資料 d は資料 c に比べると，表現にわずかな

違いがみられ，利用者の自己決定や介護職員と

利用者との関係性が多少重視された記述になっ

ている。しかしおおむね，尊厳とは個人の生き

方や自己決定の尊重であり，自立とは福祉サー

ビスを活用しながら活動や参加について利用者

自身が意思決定し，自己管理をしていく状態の

ことを指していると理解できる。 

表 3 資料 c，d の尊厳と自立に関する記述 

 

出典：資料 c 第 1 巻，資料 d 第 1 巻より内容を

一部抜粋して作成 

  

 次に，より具体的に尊厳と自立が介護のあり

方をいかに規定しているのかを把握する。本稿

では，利用者に直接関わる際に用いられる身体

介助の方法について取り上げることとする。身

体介助には表 1 で示した通り多くの生活動作が

含まれるが，本稿では紙幅の都合上，より全介

資料c
人間の尊厳とは、人間が個人として尊重されるこ

とを意味します（p4）。

資料d

要介護者の尊重は、物事を決定する主人公はその

人本人である、という考えに基づいています

（p31）。…要介護者の尊厳が保たれるというの

は、…どれほど身体の自由が利かない人であって

も、ひとりの人間として尊重するということで

す。…すくなくとも、介護者と要介護者が対等な

関係として成り立っていなければならないのです

（p41）。

資料c

自立には二つの意味があります。一つ目の意味

は、自己の生活が自己の主体的な意思によって営

まれることです。言い換えれば、自己の生活が他

者の支配を受けないで行うことができるというこ

とです。…二つ目の意味は、自立は、生活障害を

生じている場合に、その改善を図る手段であるこ

とです（p6）。…自立（生活自立）とは、高齢者

や障害のある人々が自己の生活支障を改善するた

めに、社会資源である福祉サービス（介護サービ

スなど）を活用することです。

資料d

身辺自立や経済的自立のみが「自立」を指してい

るのではありません。…活動や参加を自己決定に

よって自己管理している状態を自律といいます。

（p57）

資料c

…人間の「尊厳」は、個人の生き方の尊重であ

り、その人個人の個性を大切にして、与えられた

個人的・環境的条件のもとで生活設計を立ててい

く道筋が「自立」なのです（p9）。

資料d

自立の主張、すなわち自己決定権の行使は社会福

祉の領域で尊重されています。なぜならそれは、

人間の尊厳に結びつくものととらえられ、人間

観、価値観につながっていくものだからです。

（p57）

尊厳に関する記述

自立に関する記述

尊厳と自立の関連についての記述
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助が行われやすいと推測される身じたく，移

動・移乗，食事，入浴・清潔保持，排泄を扱

う。（5）これらについて，尊厳と自立に基づ

いたケアをどのように行うべきとされているの

か把握する。 

 まず身じたくについては，「自分らしさを表

現する行為のひとつであり，好みの衣服，髪

型，化粧等は個性として尊重されます」（資料

d 第 3 巻 p137）と規定されている。その上で，

整容や化粧更衣等の生活行為が生命の維持に影

響を及ぼすだけではなく，「社会の一員として

の自分を意識することにつながります」（同上

p138）とされる。身じたくは，利用者個人の自

分らしさを表現する行為であると同時に，社会

とのつながりを維持し，社会的・文化的な生活

を営む上で不可欠な行為であるとされているの

である。それ故，例えば整容を行う際には，

「整容を単なる動作ととらえるのではなく，利

用者の性格，生活歴，職業歴，好み，センスな

どをよく把握して介護するよう心がけましょ

う」（資料 c 第 7 巻 p29）とされている。 

 次に移動・移乗についての記述を確認する。

移動・移乗において，「要介護者の尊厳のある

暮らしを支援する観点から，生活において自己

決定できるように支援することが求められま

す」とされ，「要介護者の安全を最優先するた

めに車いすから立ち上がれないように拘束して

いる例などは，この尊厳を無視していることに

つながります」（資料 d 第 3 巻 p62）として身

体拘束の禁止が言及されている。安全を確保す

ることの大切さも重視されているが，一方で

「できるだけ要介護者の意欲やセルフケア能力

を活用する」（同上）ことも重要であると規定

されているのである。例えば片麻痺がある場合

でも，「健側の身体機能を活か」すことによっ

て利用者の活動範囲を維持・拡大するなど，過

剰や不足がないように適切に介助することが望

ましいとされている（資料 c 第 7 巻 p117）。 

 次に食事に関する記述を見ると，第一に「栄

養素を摂取し，身体の健康を維持・増進するこ

とが大きな目的」であるとされている（資料 c

第 7 巻 p189）。同時に，「食事を「楽しめ

る」ことも生活の質という観点からは重要」で

あり，例えば「日本の食文化に添った季節感あ

ふれる旬の食材が食卓に上ることによって四季

を感じられ，気持ちが豊かになる」（同上）と

いう形で，文化的な要素を含む生活上の楽しみ

の一つとして食事を位置付けている。そのた

め，「食事の介護においては，利用者が自らの

意思でおいしく食べることができるよう，その

人の食の嗜好性を尊重し，かかわることから始

めます」（同上）という。こうした利用者本人

の食の好みを反映させるだけでなく，「まずは

配膳した食事の内容を説明」し，「献立の内容

が良くわかり，食材や調理方法などがイメージ

できるように」することが食の意欲や楽しさを

引き出す上で有効であるとされている（同

上）。また，食事の動作を行うにあたり，「麻

痒や筋力低下などによる運動機能障害があって

も，…利用者のもっている力を活用できるよう

な介護方法を身につけ，主体的に食事をしても

らうことは可能」であるとし，福祉用具を活用

するなどの工夫が推奨されている（同上

p197）。 

 また，入浴・清潔保持についての記述では，

清潔を保持するという以上に「身体的にも精神

的にもさまざまな効果が期待でき」るため，

「利用者の一人ひとりの状況に応じたきめ細や

かな介護」の提供によって，リラックス効果や

楽しみの一部として位置付けてもらうことが重



Center for Advanced School Education and Evidence-Based Research  

Graduate School of Education, The University of Tokyo 
Working Paper Series in Young Scholar Training Program No.22 April, 2018 

11 

要視されている（資料 c 第 7 巻 p222）。同時

に，入浴は脱衣を伴い，「利用者によっては，

遠慮や差恥心から入浴や清拭を拒否する人も」

いるため，「時間をずらして，再度，声をかけ

るなど，受け入れられるようにはたらきかけ，

入浴の必要性を理解してもらう」などの工夫を

することが必要とされる（資料 c 第 7 巻

p226）。 

 最後に，排泄について確認する。排泄につい

てもプライバシーの側面への徹底した配慮が求

められる。「排泄は生命を維持し，健康な生活

を送るための基本的な条件であり，人間の尊厳

にかかわるきわめてプライベートな部分」であ

る（資料 c 第 7 巻 p272）。そのため，「利用

者の生活リズム・習慣に合った排泄の仕方を尊

重することが，排泄の介護の始まり」（同上）

とされており，利用者本人の自尊心を傷つけな

いような対処が必要である。例えば，「失禁す

るからとすぐにおむつにすれば，利用者は身体

を動かす気力を失ってしまい， それが引き金

となって廃用症候群になることもあり，利用者

の生活の質の低下につながって」しまう。その

ため，「失禁があっても，それが老化に伴う身

体的機能の低下によるものなのか，疾患・障害

によるものなのか，薬物の副作用によるものな

のか」（同上）原因を明らかにし，適切な援助

の仕方を見出すこととされている。安易におむ

つをつけることで利用者が意欲を失ってしまう

ことを避け，可能な限り自分でトイレに行くな

ど，本人が望む形での排泄のあり方を追求する

ことが望ましいとされている。 

 以上，尊厳と自立に基づいて身体介助がどの

ように規定されているのかを把握した。本人の

プライバシーや自尊心を守り，また身体機能の

維持だけでなく楽しみを見出したり意欲を向上

させたりするための技術が詳細に記述されてい

ることが分かる。 

 また上記に付け加えて，食事や排泄などの各

テーマに共通していたのは，利用者から同意を

とったり意識付けしたりするための「声かけ」

の多用であった。例えば，利用者の要介護度に

かかわらず，声かけによって自立に向けた動き

を多くするようにすることが有効であるとされ

ている（資料 c 第 7 巻 p117 他）。 

 これらを踏まえ，身体介助という生活を支え

る上で最も基礎的な行為においても，利用者

個々人の状態に合わせ，社会的文化的により豊

かな生活を送ってもらうことが目指されている

ことが理解できる。尊厳と自立という理念は抽

象論に止まらず，非常に具体的な形で規定がな

されていると言えよう。 

 

4.2.2,「尊厳と自立」が重視される背景に関す

る記述 

 これまで，介護福祉士養成の教育カリキュラ

ム・テキストで基礎概念とされてきていること

を確認した。ここでは，それら尊厳と自立が重

視されることになってきた社会的・歴史的・法

制度的背景として，テキストではどのような記

述がなされているのかを明らかにする。ただ

し，ここでは紙幅の都合のため，戦後以降の日

本の状況に限定し，さらに尊厳と自立に基づく

ケアの重視に関わるもののみを取り上げて，分

析を進めることとする（6）。 

日本において尊厳と自立が重視されてきた経

緯に関して，資料 c と d の記述を総合し整理し

たものが表 4 となる。 
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表 4 尊厳と自立が重視されてきた経緯 

 

出典：資料 c 第 3 巻，資料 d 第 1，2 巻より一

部抜粋，筆者作成 

 

 主に介護施設における，通常の生活リズムを

無視し人権侵害が常態化していた状況が問題化

されたのは 1976 年頃である。このころから，

現在の尊厳と自立に密接に関連するようなケア

のあり方へと改善がなされてきた。その時期

に，介護職員がより質の高いケアを行うための

教育や研修の必要性が認識され，1987 年の社

会福祉士及び介護福祉士法制定へとつながって

いる。また，身体拘束が禁止されたのは 1999

年と最近であり，それまでは身体拘束は特殊で

はないものとされていたことが伺われ，尊厳と

自立概念の浸透が最近のものであったことが推

察される。  

 近年において，尊厳と自立が重視されるよう

になってきた流れの中で，介護福祉士に求めら

れる専門性の規定も変化している。表 4 におけ

る 2007 年の社会福祉士及び介護福祉士法改正

①がそれを端的に表している。 

 資料 c 第 3 巻によれば，改正以前の介護福祉

士の定義規定では下記のような記述がなされて

いた（p26）。 

 

「身体上又は精神上の障害があることによ

り日常生活を営むのに支障がある者につき

入浴，排せつ，食事その他の介護を行い，

…」（7） 

 

 この条文にある入浴，排泄，食事は，「三大

介護」（資料 c 第 8 巻 p3）として介護の中心

的な仕事内容であるとみなされることが多かっ

た。しかし，現在ではこれらの介護を行う際，

「その人がどんな生き方をしてきたのか，どん

な価値観をもっているのか，…どのようにした

らその人にとって最も心地よく，その人らしさ

が表現できるのかを考えながら生活支援技術を

実践するのが本来の支援のあり方」（同上）で

あるとみなされるようになってきたとされてい

る。 

 こうした変化を反映し，2007 年の法改正で

は，以下のような規定がなされている。 

 

「身体上又は精神上の障害があることにより日

常生活を営むのに支障がある者につき心身の状

況に応じた介護を行い，…」（8） 

 

 この改正内容に関して，資料 c 第 8 巻では，

「一人ひとりがもつ個別性と，その病気や障害

のもつ特性を理解したうえで，その人の今にか

時期 内容

1966年
老人ホームの設備や運営の基準（「最

低基準」）が国によって定められる。

1975年前後

早すぎる夕食の時間や入浴の回数の少

なさなど、一般の人々との生活とはか

け離れた生活時間が問題に。夕食時間

を17時以降にする、「定時のおむつ交

換」から「随時のおむつ交換」等の試

みが進められる。ケアの質の高まりに

より、専門的な教育・研修の必要性が

高まり、1979年に「福祉陵墓講習会」

が実施される。

1987年 社会福祉士及び介護福祉士法制定。

1990年

老人福祉法改正により、デイサービス

設置等、施設の社会化・地域機能化が

促進。

1999年 身体拘束等の禁止の厚労省令。

2000年

介護保険制度施行。自立支援の強調。

個別ケアの重視。身体拘束の原則禁

止。

2007年 社会福祉士及び介護福祉士法の改正①

2011年 社会福祉士及び介護福祉士法の改正②
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かわることがここで求められているといってよ

いでしょう」（p3）と記述されている。 

 以上より，利用者の尊厳と自立を重視し，

個々のニーズに即したケアを行うために，法律

に記載される介護職の専門性そのものが変化し

ていることが理解できる。 

 

5, 結論 

 以上，本稿では，教育カリキュラム・テキス

トの内容分析を通じ，現行の VET において，

利用者の多様なニーズに対応するためにどのよ

うな教育がなされているのか，また，歴史的・

社会的背景や法制度の変容を反映して，教育カ

リキュラム・テキストがどのように変化してき

たのかについても把握した。 

 教育カリキュラム・テキストの内容では，尊

厳と自立を重視したケアを行うことが基礎的な

知識として位置付けられていた。利用者個々人

の「心身の状況」に沿い，多様なニーズに対応

することが可能となるよう，尊厳と自立概念を

中心にカリキュラムもテキストも編成されてい

たと言える。 

 こうした，尊厳と自立に則ったケアが進めら

れるようになってきた経緯を見ると，1975 年

前後より議論さされてきたものの，身体拘束の

禁止や社会福祉士及び介護福祉士法改正などを

見ると，比較的近年の出来事であることが明ら

かとなった。その歴史が浅いこともあり，尊厳

と自立に基づいたケアを行うためには，引き続

き介護現場での実践や，介護の方法論や理論の

絶え間なきアップデートをすることが必要にな

ると考えられる。 

 本稿での検討を踏まえ，今後の課題として以

下の 3 点を挙げたい。一つは，厚労省のカリキ

ュラムに対する批判的な視点からの検討であ

る。厚労省の教育カリキュラムは様々なアクタ

ーの力関係によって作成されていることは先行

研究を検討する中で言及したことであるが，本

稿ではその点に関する検討ができなかった。そ

のため，国際的な基準となっている ICF と厚

労省が策定する教育カリキュラムとの関連をよ

り詳細に検討することを今後の課題としたい。

海外におけるケアワーカーの職業教育のカリキ

ュラムとの比較も有効な手段であろう。 

 第二に，本稿で検討した尊厳と自立に関する

ケア実践が，介護現場で実際にどのように行わ

れているのかを把握することである。つまり，

介護福祉士がどのように教育内容を咀嚼して職

務認識に落とし込み，実践へとつなげているの

かを明らかにすることである。これまで，この

ように教育内容と介護実践との関連を明らかに

した研究は管見の限り存在しない。しかし，こ

の点を明らかにすることは職業教育訓練の有効

性を把握することに繋がり，教育の職業的レリ

バンスの観点からも非常に重要な研究であると

言えよう。 

 第三に，本稿では尊厳と自立が介護において

重視されてきた歴史的変遷をテキストの記述か

ら明らかにしたが，なぜこのような変遷を辿っ

てきたのかを明らかにすることが課題として残

る。いかなる社会的・制度的・政治的文脈の中

で尊厳と自立を重視する形で介護の職務内容が

規定されることとなったのかを把握し，なぜ今

世紀に入る頃から急激な転換を遂げてきたのか

を深く考察することが必要である。 

 以上 3 点を踏まえ，介護の職業教育訓練と職

務実践に関する体系的な研究を進め，超高齢社

会を支えるための課題や展望を描くことへとつ

なげていきたい。 
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注 

（1）本稿では，厚生労働省が定める教育内容

を「カリキュラム」，それに基づいて各出版社

から発刊されている教科書を「テキスト」と呼

称することとする。 

（2）大川弥生，2009，『「よくする介護」を

実践するための ICF の理解と活用―目標指向

的介護に立って』中央法規出版 他（3）なお，

教育カリキュラムやテキストでは，目次や項

目，あるいは巻などによって「尊厳と自立」の

理念，「身体介助」，「コミュニケーション」

等の各要素について明確に区分されて記述がな

されており，かつ「尊厳と自立」の理念と各要

素との関連が各巻や各項目で記述されているた

め，それら記述を具体的に把握するために量的

にではなく質的に内容分析を行うこととした。 

（4）以下，本文中で資料を指定する場合には

「資料 a」等と記載することとする。なお，資

料 d については 5 巻を別々に記載したが，これ

は発行元の日本介護福祉士養成施設協会ホーム

ページの記載によった

（http://kaiyokyo.net/book/index.html）。 

（5）これら日常動作は，要介護度が低い層か

ら重い層までが介助の対象となりうる， 

（6）資料 c，d では，尊厳や自立の歴史は，17

～18 世紀に端を発する人権思想にまで遡って

記述されている。それ故記述が膨大であるた

め，本稿では扱わない。 

（7）波線はテキストのものをそのまま用いて

いる。 

（8）2011 年の法改正（表 4 の②）では，喀痰

吸引等に関する規定が加えられているが，本稿

では省略する。 
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